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平成２０年３月２８日規則第１４号 

平成２７年７月２１日規則第５４号 
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平成２８年９月２０日規則第５２号 
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令和３年６月１５日規則第４２号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、大分市従前居住者用賃貸住宅条例（平成１１年大分市条

例第３１号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

（用語の定義） 



第２条 この規則において、「従前居住者用賃貸住宅」、「事業」、「施行地

区」、「共同施設」、「収入」又は「駐車場」とは、それぞれ条例第２条に

規定する従前居住者用賃貸住宅、事業、施行地区、共同施設、収入又は駐車

場をいい、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 先行取得等 市が、施行地区内において事業の施行に伴い、土地区画整

理法（昭和２９年法律第１１９号。以下「法」という。）の規定に基づく

処分によらず契約により土地を取得し、及び当該土地の取得に伴いその土

地上に存する住宅の用に供している建築物を移転し、又は除却させること

をいう。 

(2) 住宅の移転等 法第７７条の規定により、住居の用に供している建築物

を移転し、又は除却することをいう。 

(3) 高齢者 ６０歳以上の者（６０歳に満たない者であって昭和２５年４月

１日以前に出生した者を含む。）をいう。 

(4) 高齢者世帯 高齢者のみで構成されている世帯（単身者世帯を含む。）

又は夫婦のみで構成されている世帯でその一方が高齢者であるもの（婚姻

の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある世帯を含む。）をい

う。 

（入居者資格） 

第３条 条例第４条第１項第１号に規定する市長が規則で定める条件を満たす

者とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 



(1) 先行取得等又は住宅の移転等に係る住宅を所有し、かつ、居住する者で

あって、高齢者世帯であり、かつ、次に掲げる要件のいずれかに該当する

世帯に属するもの 

ア 先行取得等に係る当該住宅の土地の売買代金及び建物補償金（解体に

係る補償金を除く。以下同じ。）の額が３，３００万円以下となる世帯 

イ 住宅の移転等に係る建物補償金の額が１，２００万円（借地上に住宅

を所有し、居住する世帯が、継続して借地することができない場合にあ

っては、３，３００万円）以下となる世帯 

ウ 次に掲げる者のいずれかが存する世帯 

(ア) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の

規定により交付を受けた身体障害者手帳に身体上の障害がある者とし

て記載されている者で当該手帳に記載されている身体上の障害の程度

が身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第

５号の１級から４級までのもの 

(イ) 戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）第４条の規定に

より戦傷病者手帳の交付を受けている者で当該手帳に記載されている

身体上の障害の程度が恩給法（大正１２年法律第４８号）別表第１号

表ノ２の特別項症から第６項症まで又は同法別表第１号表ノ３の第１

款症のもの 

(ウ) 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７



号）第１１条第１項の規定による厚生労働大臣の認定を受けている者 

(エ) 障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第２条に規定する精神障

害に係る者でその障害の程度が精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律施行令（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項に規定する１

級若しくは２級のもの又は同法第２条に規定する知的障害に係る者で

その障害の程度がこれらに相当するもの 

(2) 先行取得等又は住宅の移転等に係る住宅の借家人（会社等が従業者等の

ために提供している住宅に居住している者、修学のために一時的に居住し

ている者等他に借家することができると認められる者を除く。） 

(3) その他市長が特別な事情があると認める者 

２ 前項第１号ア又はイに規定する額の算定に当たっては、入居しようとする

世帯ごとに、先行取得等に係る土地の売買代金及び建物補償金又は住宅の移

転等に係る建物補償金の額を合算するものとする。 

（平１２規則１２８・一部改正） 

（条例第４条第５項の規定による入居に係る収入基準） 

第３条の２ 条例第４条第５項の規則で定める収入の基準は、入居の申込みを

した日において、収入が４８７，０００円以下であることとする。 

（平２７規則５４・追加） 

（入居の申込み） 

第４条 条例第５条第１項に規定する従前居住者用賃貸住宅への入居の申込み



を行おうとする者は、従前居住者用賃貸住宅（仮住居）入居申込書（様式第

１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 入居しようとする者及びその同居予定親族の収入を証明する書類（市町

村長、税務署長等の交付する書類とする。以下「所得証明書」という。） 

(2) 入居しようとする者及びその同居予定親族の居住を証明する書類（住民

票等市町村長の交付する書類とする。以下「居住証明書」という。） 

(3) 入居しようとする者が条例第４条第２項の規定による入居の判断を必

要とする者にあっては、入居者資格認定のための申立書（様式第２号） 

(4) 入居しようとする者及び同居予定親族が暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴

力団員（以下「暴力団員」という。）でないことを誓約する書面 

(5) 前各号に定めるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 条例第５条第２項の規定による通知は、従前居住者用賃貸住宅（仮住居）

入居決定通知書（様式第３号）により行うものとする。 

（平１２規則１１２・平２０規則１４・一部改正） 

（抽選の立会い） 

第５条 市長は、条例第６条第１項の規定により入居者を決定するための公開

抽選を行うときは、条例第５条第１項に規定する入居の申込みを行った者の

うちから、適当と認める者若干名を選定して、これに立ち会わせるものとす

る。 



（請け書） 

第６条 条例第７条第１項第１号の請け書（以下「請け書」という。）は、様

式第４号によるものとする。 

２ 請け書には、当該請け書に連署する連帯保証人の印鑑証明書及び当該連帯

保証人が条例第５条第２項に規定する入居決定者（以下「入居決定者」とい

う。）と同程度以上の収入を有することを証明する所得証明書を添付しなけ

ればならない。 

３ 連帯保証人の極度額（民法（明治２９年法律第８９号）第４６５条の２第

１項に規定する極度額をいう。）は、入居時（第９第１項の規定により新た

に連帯保証人を定めた場合にあっては、同項の規定による届出時）における

１２月分の家賃に相当する金額とする。 

４ 請け書には、入居者に事故等不測の事態が生じた場合に市長が連絡を行う

こととなる者（以下「緊急連絡先」という。）を記載しなければならない。 

５ 前項の規定にかかわらず、市長は、特別な事情があると認める者に対して

は、請け書に緊急連絡先についての記載を必要としないこととすることがで

きる。 

６ 連帯保証人は、緊急連絡先を兼ねることができる。 

（令２規則２８・一部改正） 

（指定期限までに入居手続が完了しない場合の届出） 

第７条 入居決定者（条例第４条第４項の規定に該当することによる入居決定



者を除く。次条から第１１条まで及び第２１条において同じ。）は、条例第

７条第１項各号に規定する入居の手続（以下「入居の手続」という。）をや

むを得ない事情により同項に定める期間内に完了する見込みがないときは、

当該期間の満了日前２日までにその旨を市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、新たに入居の手続を完了

すべき期間を定め、その旨を届出者に指示するものとする。 

（平１２規則１１２・一部改正） 

（連帯保証人等の免除） 

第８条 条例第７条第３項に規定する市長が特別の事情があると認める者は、

次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 賃貸住宅の賃借人の委託を受けて当該賃借人の家賃の支払に係る債務

を保証することを業として行う者であって市長が適当と認めるもの（以下

「保証業者」という。）と、家賃の支払に係る債務の保証を当該保証業者

に委託することを内容とする契約（以下「保証委託契約」という。）を締

結している者 

(2) その他市長が特別の事情があると認める者 

２ 条例第７条第３項の規定に基づく連帯保証人の連署（前項第２号に該当す

る場合に限る。）又は第６条第５項の規定に基づく緊急連絡先についての記

載を必要としないことの決定を受けようとする入居決定者は、入居の手続を

完了すべき期間の満了日前３日までに、連帯保証人等免除申請書（様式第５



号）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の決定をしたときは連帯保証人等免除決定通知書（様式第６

号）により、同項の決定をしないこととしたときは連帯保証人等免除却下通

知書（様式第７号）により当該入居決定者に通知するものとする。 

４ 第２項の決定（緊急連絡先についての記載に係るものを除く。）をする場

合にあっては、入居決定者は、家賃又は敷金の支払能力があると認められる

者でなければならないものとする。 

（令２規則２８・全改） 

（連帯保証人等の変更の届出） 

第９条 入居者（条例第１１条第６項に規定する仮入居者（以下「仮入居者」

という。）を除き、条例第７条第１項又は第２項の規定により請け書を提出

した入居決定者を含む。次項において同じ。）は、連帯保証人、保証業者又

は緊急連絡先（以下「連帯保証人等」という。）について、次の各号のいず

れかの事由が生じたときは、当該事由発生の日から１４日以内に新たに連帯

保証人等となる者を定め、連帯保証人等変更届（様式第８号）に関係書類を

添えて市長に届け出なければならない。 

(1) 連帯保証人が死亡し、市外に転出し、若しくは辞任の申出をしたとき又

は連帯保証人による弁済額が極度額に達したとき。 

(2) 保証委託契約が終了したとき。 

(3) 緊急連絡先が死亡し、又は辞任の申出をしたとき。 



(4) 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認めるとき。 

２ 入居決定者は、連帯保証人又は緊急連絡先が住所等を変更したときは、速

やかに、連帯保証人又は緊急連絡先住所等変更届（様式第９号）に関係書類

を添えて市長に届け出なければならない。 

（令２規則２８・全改） 

（入居可能日の通知） 

第１０条 市長は、入居決定者が条例第７条第１項又は第２項に規定する期間

内に入居の手続を完了したときは、同条第４項の規定により、速やかに従前

居住者用賃貸住宅入居可能日通知書（様式第１０号）により当該入居決定者

に通知するものとする。 

（入居可能日の延長申請） 

第１１条 条例第７条第５項ただし書の規定に基づき入居期限（同項本文に定

める期間の満了日をいう。以下同じ。）の延長の承認を受けようとする入居

決定者は、入居期限延長承認申請書（様式第１１号）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の承認をしたときは入居期限延長承認通知書（様式第１２号）

により、同項の承認をしないこととしたときは入居期限延長承認申請却下通

知書（様式第１３号）により申請者に通知するものとする。この場合におい

て、市長が同項の承認をしたときは、その承認する期限は、入居期限の翌日

から起算して１４日以内で市長が定める日とする。 



（入居届） 

第１２条 入居決定者は、従前居住者用賃貸住宅に入居したときは、条例第７

条第６項の規定により、入居した日から１４日以内に、入居届（様式第１４

号）に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（入居決定の取消し） 

第１３条 市長は、条例第８条の規定に基づき入居の決定の取消しを行うとき

は、従前居住者用賃貸住宅入居決定取消通知書（様式第１５号）により当該

入居の決定の取消しに係る入居決定者（既に入居している者を含む。）に通

知するものとする。 

（同居の承認） 

第１４条 条例第９条第１項の規定による同居の承認を受けようとする入居者

は、従前居住者用賃貸住宅同居承認申請書（様式第１６号）に同居させよう

とする者の所得証明書、居住証明書、その者が暴力団員でないことを誓約す

る書面その他市長が必要と認める書類を添えて市長に提出しなければならな

い。ただし、仮入居者にあっては、同居させようとする者の所得証明書を添

付することを要しないものとする。 

２ 市長は、前項の承認をしたときは従前居住者用賃貸住宅同居承認通知書（様

式第１７号）により、同項の承認をしないこととしたときは従前居住者用賃

貸住宅同居承認申請却下通知書（様式第１８号）により申請者に通知するも

のとする。 



（平２０規則１４・一部改正） 

（同居者の異動の届出） 

第１５条 入居者は、従前居住者用賃貸住宅への入居の際に同居した親族及び

条例第９条第１項の規定により同居の承認を得た者に死亡、転居等により異

動を生じたときは、速やかに従前居住者用賃貸住宅同居者異動届（様式第１

９号）を市長に提出しなければならない。 

（平２０規則１４・一部改正） 

（入居の承継の承認） 

第１６条 条例第１０条第１項の規定による入居の承継の承認を受けようとす

る者は、従前居住者用賃貸住宅入居承継承認申請書（様式第２０号）にその

者及び同居者が暴力団員でないことを誓約する書面を添えて市長に提出しな

ければならない。 

２ 市長は、前項の承認をしたときは従前居住者用賃貸住宅入居承継承認通知

書（様式第２１号）により、同項の承認をしないこととしたときは従前居住

者用賃貸住宅入居承継承認申請却下通知書（様式第２２号）により申請者に

通知するものとする。この場合において、同項の承認を受けた者（仮入居者

としての入居の承継の承認を受けた者を除く。）については、第６条から第

８条までの規定を準用する。 

（平２０規則１４・一部改正） 

（収入の申告及び家賃の決定通知） 



第１７条 条例第１３条第１項の規定により収入の申告を行おうとする入居者

（仮入居者を除く。次項及び第３項、次条から第２０条まで並びに第２６条

において同じ。）は、収入申告書（様式第２３号）に関係書類を添えて市長

に提出しなければならない。 

２ 市長は、条例第１１条第４項又は条例第１３条第２項の規定により収入の

額を認定したとき（条例第２６条第１項に規定する認定をしたときを除く。）

は、当該認定した額及びそれに基づき決定した家賃の額を収入認定兼家賃決

定通知書（様式第２４号）により入居者に通知するものとする。 

３ 市長は、条例第１１条第１項ただし書の規定により入居者の家賃を近傍同

種の住宅の家賃に決定したときは、その旨を家賃決定通知書（様式第２５号）

により当該入居者に通知するものとする。 

（平２９規則５２・一部改正） 

（収入認定に対する意見） 

第１８条 条例第１３条第３項の規定に基づき市長に意見を述べようとする入

居者は、同条第２項の認定があった日（以下「収入認定日」という。）から

３０日以内に、収入認定に対する意見書（様式第２６号）を市長に提出しな

ければならない。 

２ 市長は、前項の収入認定に対する意見書の提出があった場合においては、

意見の内容を審査し、その結果を収入認定更正等結果通知書（様式第２７号）

により当該意見書を提出した入居者に通知するものとする。 



（収入の認定の更正及び家賃の変更申請） 

第１９条 入居者は、収入認定日（条例第２６条第１項に規定する認定を受け

た入居者にあっては、当該認定のあった日）からその日の属する年度の末日

までの間において、退職、同居者の異動等により継続的に収入区分に変更が

生じるときは、収入認定更正及び家賃（割増賃料）変更申請書（様式第２８

号）を市長に提出することにより、収入の認定の更正及び家賃又は割増賃料

の変更を求めることができる。 

２ 市長は、前項の収入認定更正及び家賃（割増賃料）変更申請書の提出があ

った場合において、理由があると認めるときは、収入の認定を更正し、その

結果、家賃又は割増賃料の変更をしたときは、家賃（割増賃料）変更決定通

知書（様式第２９号）により申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の収入認定更正及び家賃（割増賃料）変更申請書の提出が

あった場合において、収入の認定を更正せず、又は家賃若しくは割増賃料を

変更しないこととしたときは、家賃（割増賃料）変更申請却下通知書（様式

第３０号）により申請者に通知するものとする。 

（家賃の減免及び徴収の猶予） 

第２０条 条例第１４条に規定する家賃の減免又は徴収の猶予（以下「家賃の

減免等」という。）の基準は、次のとおりとする。 

(1) 収入が、月額６４，０００円以下であること。 

(2) 入居者又は同居者が疾病にかかり、長期にわたって療養を要する場合に



おいて、そのために要する費用として市長が認定した額を収入から控除し

て得た額が、月額６４，０００円以下であること。 

(3) 入居者又は同居者が水害、火災その他これらに類する災害により著しい

損害を受けた場合において、そのために要する生活必需品を得るための費

用として市長が認定した額を収入から控除して得た金額が、月額６４，０

００円以下であること。 

(4) 入居者の責めに帰すべき理由によらないで、引き続き１０日以上従前居

住者用賃貸住宅の全部又は一部を使用することができないこと。 

(5) 入居者が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による住宅扶

助の受給者で家賃が住宅扶助額を超えるものであること。 

(6) 前各号に準ずる特別の事情があること。 

２ 条例第１４条に規定する家賃の徴収の猶予は、当該徴収の猶予を受けよう

とする入居者の家賃の支払能力が６月以内に回復すると認められる場合とす

る。 

３ 家賃の減免等を受けようとする入居者は、家賃減免（徴収猶予）申請書（様

式第３１号）に市長が必要と認める書類を添えて市長に提出しなければなら

ない。 

４ 市長は、家賃の減免等をすることとしたときは家賃減免（徴収猶予）決定

通知書（様式第３２号）により、家賃の減免等をしないこととしたときは家

賃減免（徴収猶予）申請却下通知書（様式第３３号）により申請者に通知す



るものとする。 

５ 家賃の減免等の額及び適用期間は、市長が別に定める。 

（敷金の減免及び徴収の猶予） 

第２１条 条例第１６条第２項に規定する敷金の減免又は徴収の猶予（以下「敷

金の減免等」という。）の基準については、前条第１項又は第２項の規定を

準用する。 

２ 敷金の減免等を受けようとする入居決定者は、入居の手続を完了すべき期

間の満了日前３日までに、敷金減免（徴収猶予）申請書（様式第３４号）を

市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、敷金の減免等をすることとしたときは敷金減免（徴収猶予）決定

通知書（様式第３５号）により、敷金の減免等をしないこととしたときは敷

金減免（徴収猶予）申請却下通知書（様式第３６号）により申請者に通知す

るものとする。 

４ 敷金の減免等の額及び適用期間は、市長が別に定める。 

（明細書の交付） 

第２２条 市長は、条例第１６条第３項ただし書の規定により、敷金から賃貸

借に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務の不履行又は損害賠償金を

控除したときは、敷金控除明細書（様式第３７号）を交付するものとする。 

（令２規則２８・一部改正） 

（従前居住者用賃貸住宅を使用しないときの届出） 



第２３条 条例第２２条の規定により従前居住者用賃貸住宅を引き続き１５日

以上使用しないときの届出をしようとする入居者は、当該従前居住者用賃貸

住宅を使用しなくなる日前３日までに従前居住者用賃貸住宅使用休止届（様

式第３８号）を市長に提出しなければならない。 

（用途併用の承認等） 

第２４条 条例第２４条ただし書の規定に基づき従前居住者用賃貸住宅の一部

を住宅以外の用途に併用することの承認を受けようとする入居者は、従前居

住者用賃貸住宅用途併用承認申請書（様式第３９号）に関係書類を添えて市

長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の承認をしたときは従前居住者用賃貸住宅用途併用承認通知

書（様式第４０号）により、同項の承認をしないこととしたときは従前居住

者用賃貸住宅用途併用承認申請却下通知書（様式第４１号）により申請者に

通知するものとする。 

（模様替等の承認等） 

第２５条 条例第２５条第１項ただし書の規定に基づき従前居住者用賃貸住宅

を模様替し、若しくは増築し、又は当該従前居住者用賃貸住宅の敷地内に工

作物を設置すること（以下「模様替等」という。）の承認を受けようとする

入居者は、従前居住者用賃貸住宅模様替（増築・工作物設置）承認申請書（様

式第４２号）に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 前項の承認の基準は、次のとおりとする。 



(1) 模様替する部分が住宅の一部であって、かつ、柱、壁、土台、床、はり、

屋根等に損傷を与えない場合に限ること。 

(2) 増築又は工作物の設置をしても、その位置及び環境が住宅及び共同施設

の維持に支障がない場合に限ること。 

３ 市長は、第１項の承認をしたときは従前居住者用賃貸住宅模様替（増築・

工作物設置）承認通知書（様式第４３号）により、同項の承認をしないこと

としたときは従前居住者用賃貸住宅模様替（増築・工作物設置）承認申請却

下通知書（様式第４４号）により申請者に通知するものとする。 

４ 第１項の承認を受けた入居者は、当該承認に係る模様替等が完了したとき

は、速やかに従前居住者用賃貸住宅模様替（増築・工作物設置）完了届（様

式第４５号）を市長に提出しなければならない。 

（収入超過者の認定等） 

第２６条 市長は、入居者を条例第２６条第１項に規定する収入超過者として

認定したときは、収入超過者認定兼家賃及び割増賃料決定通知書（様式第４

６号）により当該入居者に通知するものとする。 

２ 条例第２６条第２項の規定に基づき市長に意見を述べようとする入居者は、

同条第１項の認定のあった日から３０日以内に、収入超過者認定に対する意

見書（様式第４７号）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の収入超過者認定に対する意見書の提出があった場合におい

ては、意見の内容を審査し、その結果を収入認定更正等結果通知書により当



該意見書を提出した入居者に通知するものとする。 

（住宅の明渡し請求） 

第２７条 市長は、条例第８条の規定による入居の決定の取消しを受けた者で

既に入居しているものに対する従前居住者用賃貸住宅の明渡しの請求又は条

例第３０条第１項の規定による従前居住者用賃貸住宅の明渡しの請求を行う

ときは、従前居住者用賃貸住宅明渡し請求書（様式第４８号）により当該明

渡しに係る入居者に通知するものとする。 

（明渡し届） 

第２８条 条例第２９条第１項の規定により従前居住者用賃貸住宅を明け渡そ

うとするときの届出をしようとする入居者は、当該明け渡そうとする日前７

日までに、従前居住者用賃貸住宅明渡し届（様式第４９号）を市長に提出し

なければならない。 

（駐車場の名称等及び使用が可能な自動車） 

第２９条 駐車場の名称及び区画数は、別表第１のとおりとし、駐車場に駐車

することのできる車両は、道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第

２条第２項に規定する自動車（二輪車を除く。）であって、長さが５メート

ル以下であり、かつ、幅が２メートル以下であるものとする。 

２ 市長は、駐車場の管理上又は構造上必要があると認めるときは、駐車する

ことのできる車両に関し前項に定めるもののほか必要な制限をし、又は同項

に定める制限を加重することができる。 



（平１５規則１３・平２７規則５４・一部改正） 

（駐車場の使用の申込み等） 

第３０条 条例第３４条第１項の規定により駐車場の使用の申込みをしようと

する者は、市長が指定する日までに、従前居住者用賃貸住宅駐車場使用申込

書（様式第５０号）に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 駐車場の使用は、１戸につき１区画に限り許可するものとする。ただし、

空き区画が生じたときは、この限りでない。 

３ 駐車場の使用の許可の期間は、２年の範囲内において市長が定める期間と

する。 

４ 市長は、駐車場の使用者の決定を行うに当たって、必要な条件を付すもの

とする。 

５ 条例第３４条第２項の規定による駐車場の使用者の決定の通知は、従前居

住者用賃貸住宅駐車場使用決定通知書（様式第５１号）によるものとする。 

（駐車場の使用者の選考方法） 

第３１条 条例第３５条本文の規定による駐車場の使用者の選考方法は、公開

抽選によるものとする。 

（駐車場の使用の手続） 

第３２条 条例第３６条第１項第１号に規定する所定の書類は、従前居住者用

賃貸住宅駐車場使用請け書（様式第５２号）とする。 

２ 使用決定者（条例第３４条第２項に規定する使用決定者をいう。以下同じ。）



は、条例第３６条第１項各号（仮入居者の場合にあっては、同項第２号を除

く。）に規定する手続（以下「使用の手続」という。）をやむを得ない事情

により同項に定める期間内に完了する見込みがないときは、当該期間の満了

日前２日までにその旨を市長に届け出なければならない。 

３ 市長は、前項の規定による届出があったときは、新たに使用の手続を完了

すべき期間を定め、その旨を当該使用決定者に指示するものとする。 

４ 市長は、条例第３６条第３項の規定に基づき駐車場の使用の決定の取消し

を行うときは、従前居住者用賃貸住宅駐車場使用決定取消通知書（様式第５

３号）により当該使用の決定の取消しに係る使用決定者に通知するものとす

る。 

５ 市長は、使用決定者が条例第３６条第１項又は第２項に規定する期間内に

使用の手続を完了したときは、同条第４項の規定により、速やかに従前居住

者用賃貸住宅駐車場使用開始日通知書（様式第５４号）により当該使用決定

者に通知するものとする。 

（駐車場の使用の変更の届出） 

第３３条 使用者（使用決定者を含む。第３５条において同じ。）は、駐車場

の使用の決定に係る事項に変更があったときは、速やかに従前居住者用賃貸

住宅駐車場使用変更届（様式第５５号）に関係書類を添えて市長に届け出な

ければならない。 

（駐車場の使用料） 



第３４条 条例第３７条第１項の規定による駐車場の使用料は、別表第２のと

おりとする。 

（平２７規則５４・一部改正） 

（駐車場の使用料の減免又は徴収の猶予） 

第３５条 条例第３７条第２項の特別の事情がある場合は、次の各号のいずれ

かに該当する場合であって、使用者（仮入居者を除く。以下この条において

同じ。）が居住する従前居住者用賃貸住宅の家賃及び割増賃料並びに駐車場

の使用料の滞納がないときとする。 

(1) 駐車場の使用の決定に係る自動車が地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第４条第２項第７号の自動車税、同条第４項第１号の自動車取得税又

は同法第５条第２項第３号の軽自動車税の減免を受けているものである場

合（当該自動車税、自動車取得税又は軽自動車税の減免が使用者又はその

同居者の身体障害等を理由とするものである場合に限る。） 

(2) 第２０条第１項第１号から第３号までに規定する基準のいずれかに該

当する場合 

２ 条例第３７条第２項の規定に基づき駐車場の使用料の減免又は徴収の猶予

を受けようとする使用者は、従前居住者用賃貸住宅駐車場使用料減免（徴収

猶予）申請書（様式第５６号）に関係書類を添えて市長に提出しなければな

らない。 

３ 市長は、駐車場の使用料の減免又は徴収の猶予をすることと決定したとき



は従前居住者用賃貸住宅駐車場使用料減免（徴収猶予）決定通知書（様式第

５７号）により、駐車場の使用料の減免又は徴収の猶予をしないことと決定

したときは従前居住者用賃貸住宅駐車場使用料減免（徴収猶予）申請却下通

知書（様式第５８号）により当該使用者に通知するものとする。 

４ 駐車場の使用料の減免又は徴収の猶予の額及び適用期間は、市長が別に定

める。 

（駐車場の明渡し請求） 

第３６条 市長は、条例第４０条第１項の規定に基づき駐車場の明渡しの請求

を行うときは、従前居住者用賃貸住宅駐車場明渡し請求書（様式第５９号）

により当該明渡しに係る使用者に通知するものとする。 

（駐車場の明渡し） 

第３７条 条例第４１条において準用する条例第２９条第１項の規定により駐

車場を明け渡そうとするときの届出をしようとする使用者は、当該明け渡そ

うとする日前７日までに、従前居住者用賃貸住宅駐車場明渡し届（様式第６

０号）を市長に提出しなければならない。 

（従前居住者用賃貸住宅監理員の資格及び職務） 

第３８条 条例第４２条に規定する従前居住者用賃貸住宅監理員（以下「監理

員」という。）は、従前居住者用賃貸住宅及び共同施設の管理（以下「住宅

の管理」という。）についての知識、技能又は経験を有する者でなければな

らない。 



２ 監理員は、条例第２９条第１項又は条例第４４条第１項に規定する検査を

行うほか、次の職務を行うものとする。 

(1) 従前居住者用賃貸住宅及び共同施設の使用及び維持に関する指導 

(2) その他住宅の管理上必要な指導 

（従前居住者用賃貸住宅管理人の資格及び職務） 

第３９条 条例第４３条に規定する従前居住者用賃貸住宅管理人（以下「管理

人」という。）は、従前居住者用賃貸住宅ごとに１人置くこととし、当該従

前居住者用賃貸住宅の入居者のうちから監理員の職務を補助する能力を有す

る者を市長が委嘱する。ただし、市長が特別の事情があると認めるときは、

管理人を置かず、又はその数を増員することができる。 

２ 管理人の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

３ 市長は、管理人が次の各号のいずれかに該当するときは、任期の中途にお

いて解任することができる。 

(1) 職務を忠実に遂行しないと認めたとき。 

(2) 疾病その他やむを得ない事由により職務を遂行できないと認めたとき。 

(3) その他管理人として不適当と認めたとき。 

４ 管理人は、監理員の指揮を受け、次の職務を行うものとする。 

(1) 家賃の納付書等の配付に関すること。 

(2) 従前居住者用賃貸住宅の入居又は明渡しの確認に関すること。 

(3) 従前居住者用賃貸住宅及び共同施設の破損箇所の発見及びその報告に



関すること。 

(4) その他住宅の管理上必要な指示を行うこと。 

５ 管理人は、条例第２９条第１項に規定する市長の指定を受けた者として、

同項に規定する検査及びその報告を行うものとする。 

（証票） 

第４０条 条例第４４条第１項に規定する検査に当たる者は、同条第３項の規

定により、従前居住者用賃貸住宅監理員証（様式第６１号）又は検査に当た

る者であることの証票を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提示

しなければならない。 

（指定管理者の公告） 

第４１条 市長は、条例第４６条第１項の規定により従前居住者用賃貸住宅及

び共同施設の管理を行わせるため、法人を指定しようとするときは、あらか

じめ次に掲げる事項を公告する。 

(1) 管理を行わせる施設の名称及び所在地 

(2) 条例第４６条第１項の規定により市長が指定する者（以下「指定管理者」

という。）が行う管理の基準及び業務の範囲 

(3) 指定管理者の指定の予定期間（以下「指定予定期間」という。） 

(4) 条例第４６条第２項の規定による申請（以下「指定申請」という。）の

方法 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 



（平２８規則５２・追加） 

（指定管理者の指定申請） 

第４２条 指定申請は、市長が定める期間内に行わなければならない。 

２ 条例第４６条第３項の事業計画書その他市長が必要と認める書類は、次に

掲げるとおりとする。 

(1) 指定予定期間に属する各年度の従前居住者用賃貸住宅及び共同施設の

管理に係る事業計画書及び収支予算書 

(2) 定款又は寄附行為及び登記事項証明書 

(3) 指定申請の日の属する事業年度の前事業年度における財産目録及び貸

借対照表（指定申請の日の属する事業年度に設立された法人にあっては、

その設立時における財産目録） 

(4) 指定申請の日の属する事業年度及び当該事業年度の翌事業年度におけ

る法人の事業計画書及び収支予算書 

(5) 法人の組織及び運営に関する事項を記載した書類 

(6) 法人が現に行っている業務の概要を記載した書類 

(7) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（平２８規則５２・追加） 

（指定管理予定者） 

第４３条 市長は、指定申請をした法人のうち、条例第４６条第１項各号に規

定する要件を満たし、かつ、従前居住者用賃貸住宅及び共同施設の管理を行



わせる上で最も適切と認める者を指定管理者の予定者とする。 

２ 市長は、前条第１項に規定する市長が定める期間内に指定申請をした法人

がないとき、又は前項の指定管理者の予定者がないときは、再度、第４１条

の規定による公告を行うことができる。 

（平２８規則５２・追加） 

（指定管理者の指定の通知） 

第４４条 市長は、条例第４６条第１項の規定による指定をしたときは、その

旨を指定された法人に通知する。 

（平２８規則５２・追加） 

（協定） 

第４５条 市長は、従前居住者用賃貸住宅及び共同施設の管理上必要な事項に

関し、指定管理者と協定を締結するものとする。 

（平２８規則５２・追加） 

（委任） 

第４６条 この規則に定めるもののほか、条例の施行に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

（平２８規則５２・旧第４１条繰下） 

附 則 

この規則は、平成１２年２月１日から施行する。 

附 則（平成１２年規則第１１２号） 



この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１２年規則第１２８号） 

この規則は、平成１３年１月６日から施行する。 

附 則（平成１５年規則第１３号） 

この規則は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年規則第７１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１８年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際この規則による改正前の大分市在宅心身障害者住宅設

備改造費補助金交付規則、大分市生活保護法施行細則及び大分市従前居住者

用賃貸住宅条例施行規則に規定する様式の用紙で現に残存するものは、所要

の改正を加え、なお使用することができる。 

附 則（平成２０年規則第１４号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年規則第５４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年規則第７１号） 

（施行期日） 



１ この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際この規則による改正前の大分市営住宅条例施行規則様

式第１号、様式第１９号、様式第２４号、様式第２７号及び様式第３５号、

大分市地域特別賃貸住宅条例施行規則様式第１号、様式第１９号、様式第２

３号、様式第２６号及び様式第３４号並びに大分市従前居住者用賃貸住宅条

例施行規則様式第１号、様式第１６号、様式第２０号、様式第２３号及び様

式第３１号の規定による用紙で現に残存するものは、所要の修正を加え、な

お使用することができる。 

附 則（平成２８年規則第５２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２９年規則第５２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年規則第３６号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際この規則による改正前の大分市営住宅条例施行規則様

式第２７号、大分市地域特別賃貸住宅条例施行規則様式第２６号及び大分市

従前居住者用賃貸住宅条例施行規則様式第２３号の規定による用紙で現に残



存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則（令和２年規則第２８号）抄 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年規則第４２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際第１条の規定による改正前の大分市営住宅条例施行規

則、第２条の規定による改正前の大分市特定公共賃貸住宅条例施行規則、第

３条の規定による改正前の大分市地域特別賃貸住宅条例施行規則及び第４条

の規定による改正前の大分市従前居住者用賃貸住宅条例施行規則に規定する

様式の用紙で現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することが

できる。 

別表第１（第２９条関係） 

（平１５規則１３・全改、平２７規則５４・旧別表・一部改正） 

名称 区画数 

駅南住宅みやびのもり駐車場 （区画） 

３６ 

第２駅南住宅ふれあいのもり駐車場 ６０ 

別表第２（第３４条関係） 



（平２７規則５４・追加） 

名称 入居者の区分 入居者の収入の区

分 

１区画当たりの駐

車場の使用料（月

額） 

駅南住宅みやびの

もり駐車場 

条例第４条第１項

の規定による入居

者 

区分なし （円） 

３，０００ 

条例第４条第５項

の規定による入居

者 

１５８，０００円以

下 

３，０００ 

１５８，００１円以

上２５９，０００円

以下 

６，０００ 

２５９，００１円以

上 

８，０００ 

第２駅南住宅ふれ

あいのもり駐車場 

条例第４条第１項

の規定による入居

者 

区分なし ３，０００ 

条例第４条第５項

の規定による入居

１５８，０００円以

下 

３，０００ 



者 １５８，００１円以

上２５９，０００円

以下 

６，０００ 

２５９，００１円以

上 

８，０００ 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第４条関係） 

（平２７規則７１・全改） 

様式第２号（第４条関係） 

（平１２規則１１２・全改、平１８規則７１・一部改正） 

様式第３号（第４条関係） 

（令２規則２８・全改） 

様式第４号（第６条関係） 

（令２規則２８・全改） 

様式第５号（第８条関係） 

（令２規則２８・全改） 

様式第６号（第８条関係） 

（令２規則２８・全改） 

様式第７号（第８条関係） 

（令２規則２８・全改） 

様式第８号（第９条関係） 

（令２規則２８・全改） 

様式第９号（第９条関係） 

（令２規則２８・全改） 

様式第１０号（第１０条関係） 

様式第１１号（第１１条関係） 



様式第１２号（第１１条関係） 

様式第１３号（第１１条関係） 

様式第１４号（第１２条関係） 

様式第１５号（第１３条関係） 

様式第１６号（第１４条関係） 

（平２７規則７１・一部改正） 

様式第１７号（第１４条関係） 

様式第１８号（第１４条関係） 

様式第１９号（第１５条関係） 

様式第２０号（第１６条関係） 

（平２７規則７１・一部改正） 

様式第２１号（第１６条関係） 

様式第２２号（第１６条関係） 

様式第２３号（第１７条関係） 

（平２７規則７１・全改、平３０規則３６・令３規則４２・一部改正） 

様式第２４号（第１７条関係） 

様式第２５号（第１７条関係） 

様式第２６号（第１８条関係） 

様式第２７号（第１８条関係、第２６条関係） 

様式第２８号（第１９条関係） 



様式第２９号（第１９条関係） 

様式第３０号（第１９条関係） 

様式第３１号（第２０条関係） 

（平２７規則７１・全改） 

様式第３２号（第２０条関係） 

様式第３３号（第２０条関係） 

様式第３４号（第２１条関係） 

様式第３５号（第２１条関係） 

様式第３６号（第２１条関係） 

様式第３７号（第２２条関係） 

（令２規則２８・全改） 

様式第３８号（第２３条関係） 

様式第３９号（第２４条関係） 

様式第４０号（第２４条関係） 

様式第４１号（第２４条関係） 

様式第４２号（第２５条関係） 

様式第４３号（第２５条関係） 

様式第４４号（第２５条関係） 

様式第４５号（第２５条関係） 

様式第４６号（第２６条関係） 



様式第４７号（第２６条関係） 

様式第４８号（第２７条関係） 

様式第４９号（第２８条関係） 

様式第５０号（第３０条関係） 

様式第５１号（第３０条関係） 

（平１５規則１３・一部改正） 

様式第５２号（第３２条関係） 

（平１５規則１３・一部改正） 

様式第５３号（第３２条関係） 

（平１５規則１３・一部改正） 

様式第５４号（第３２条関係） 

（平１５規則１３・一部改正） 

様式第５５号（第３３条関係） 

（平１５規則１３・一部改正） 

様式第５６号（第３５条関係） 

（平１５規則１３・一部改正） 

様式第５７号（第３５条関係） 

（平１５規則１３・一部改正） 

様式第５８号（第３５条関係） 

（平１５規則１３・一部改正） 



様式第５９号（第３６条関係） 

（平１５規則１３・一部改正） 

様式第６０号（第３７条関係） 

（平１５規則１３・一部改正） 

様式第６１号（第４０条関係） 

 


